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３　文中及び各表中の数字について、千円単位で表示している場合は、千円未満の数字を

基金の運用状況の審査について

決 算 審 査 資 料

１　各表の比率は、原則として小数点第２位を四捨五入し、一部端数の関係で調整した。

２　文中及び各表中の比率は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、総数と内訳

　の比率の合計が一致しない場合がある。

　四捨五入しているため、一致しない場合がある。

凡　　　例



平成１８年度東かがわ市一般会計歳入歳出決算

平成１９年　８月　１日から平成１９年　８月　２３日まで

行ったほか、関係職員の説明及び既に実施した月例出納検査並びに定例監査の結果などを参考として

作成されており、決算額その他計数は、証書類、その他関係書類と符合していることを認めた。決算の概要と

平成１８年度東かがわ市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算

平成１８年度東かがわ市老人保健事業特別会計歳入歳出決算

平成１８年度東かがわ市下水道事業特別会計歳入歳出決算

　　平成１８年度東かがわ市一般会計･特別会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質

収支に関する調書及び公有財産等に関する調書、基金の運用状況調書はいずれも関係法令に基づき

審査意見は、次のとおりである。

にあたっては、市長から審査に付された決算書及び関係諸帳簿、証拠書類等について計数の確認を

　　平成１８年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに財産に関する調査・各基金運用状況の審査

平成１８年度東かがわ市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

平成１８年度各基金の運用状況

平成１８年度東かがわ市商品券事業特別会計歳入歳出決算

平成１８年度東かがわ市白鳥温泉事業特別会計歳入歳出決算

第１．審査の対象

第２．審査期間

第３．審査の方法

第４．審査の結果

(1) 「一般会計」

(２) 「特別会計」

（３）「附属調書」

実施した。

平成１８年度公有財産・物品・債権に関する調書

平成１８年度東かがわ市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

平成１８年度東かがわ市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

平成１8年度 東かがわ市 一般会計及び特別会計歳入

歳出決算並びに東かがわ市基金運用状況の審査意見
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　　また、一般会計と特別会計の決算収支をみると、次表のようである。

特別会計については、８会計すべて実質収支は黒字であるが、単年度収支では、介護保険事業特別会計、農業集落

これを差引くと実質収支は８５２,５６１千円の黒字となり、さらに前年度の実質収支７１６,０４４千円

これを差引くと、単年度収支は１３６,５１７千円の黒字である。

第５.　審査の概要

排水事業特別会計が赤字となっている。

第１表 平成１８年度　一般、特別会計実質収支表

　これでみると、一般会計においては、歳入歳出差引残高（形式収支）８７５,５４９千円を生じている。

この中には、繰越明許費充当財源として、翌年度に繰越すべき財源２２,９８８千円が含まれており、

区 分 歳 入 総 額 歳 出 総 額 形式収支額

716,044 136,517

翌年度繰越
すべき財源

実質収支額
昨年度の実
質 収 支 額

単年度収支額

下 水 道 242,035 222,518

一 般 会 計 14,124,800 13,249,251 875,549 22,988 852,561

0 197,539 36,980
特

別

会

計

国民健康保険 4,369,456 4,171,917

介護サービス 26,261 23,712

160,559

介 護 保 険 2,950,117 2,828,118 121,999 3,762 118,237 181,720 △ 63,483

197,539

2,549 0 2,549 0

老 人 保 健 4,866,297 4,840,727 25,570

158

2,549

0 25,570 △ 7,826 33,396

309

30,164 17,206 12,958

農業集落排水 483,121 480,080 3,041

12,958 12,049 909

19,517

0 3,041 5,956 △ 2,915

19,050 467

0

合 計 27,219,699 25,955,163 1,264,536

白 鳥 温 泉 127,448 121,634 5,814

商 品 券

四捨五入（単位 : 千円）

45,800 1,218,736 946,728 272,008

0 5,814 1,647 4,167

－ －重 複 額

重複額控除後決算額

1,447,649 1,447,649 －

25,772,050 24,507,514 1,264,536 45,800 1,218,736 946,728 272,008

－ －

収入率９７.６%である。 歳出予算については、予算現額２７,４９５,８９２千円に対し、支出済額

　また、前年度と比べ歳入で３,３９８,２８１千円（１１.１%）の減、歳出で、３,６４８,６１９千円

（１２.３%）の減となっている。

　　平成１８年度における一般会計及び特別会計の歳入歳出決算状況は、決算審査資料（以下、「資料」

という。）１のとおりで、歳入では予算現額２７,４９５,８９２千円、調定額

２７,８７７,８９０千円に対し、収入済額は２７,２１９,６９９千円（前年度、３０,６１７,９８０千円）

２５,９５５,１６３千円（前年度２９,６０３,７８２千円）の支出で、執行率は９４.４%となっている。
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　１．決算規模

　２．実質収支

　３．単年度収支

　第2表　決算収支状況表

１、一般会計

区 分
平 成 １ ８ 年 度

Ａ

　　　決算規模は歳入 １４,１２４,７９９,９７６円、歳出 １３,２４９,２５０,９２１円で前年度に比し、

　　歳入は１８.３％減少し、歳出も１９.８％減少している。　  　

増 加 率
Ｃ / Ｂ

翌年度へ繰り越すべき財源

歳 出 決 算 額

歳 入 決 算 額 17,296,763,27514,124,799,976

歳 入 歳 出 差 引 額

13,249,250,921 16,513,250,074

875,549,055

22,988,000

　　　実質収支額は ８５２,５６１,０５５円である。

　　　単年度収支額は１３６,５１６,８５４円である。

（単位 ： 円，％）

42.2

15.5前 年 度 実 質 収 支 額

△ 65.967,469,000 △ 44,481,000

92,035,854783,513,201

△ 19.8

11.7

△ 3,263,999,153

19.1136,516,854

136,516,854 96,017,808 40,499,046

620,026,393 96,017,808

852,561,055

716,044,201

716,044,201実 質 収 支 額

単 年 度 収 支 額

△ 18.3

増 加 額
( Ａ - Ｂ ) Ｃ

平 成 １ ７ 年 度
Ｂ

△ 3,171,963,299
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　４．歳入決算の概要

　　　ア　収入比率

　　　イ　構成比

　　　ウ　減少率

　　　　　減少額の主なものは、市債１,１３５,６００,０００円 (５４.３％)、国庫支出金１,１０３,８３９,４３２円 

　　　　　歳入総額における比率は予算現額に対し１０１.４％（前年度 ９９.8 ％）、

　　　　１２,６０９,０００円 (３.７％)、自動車取得税交付金８,９７１,０００円(１１.４％) となっている。

　　　　（第４表参照）

　　　　調定額に対して ９７.５％（前年度９８.０％）となっている。（第３表参照）

　①　予算現額１３,９２６,３６２,０００円に対して収入済額１４,１２４,７９９,９７６円、不納欠損額 

　　２７,１５０,３３４円、収入未済額３３０,８５１,１０５円となっている。（第３表参照）

　　　　(５６.１％)、地方交付税５９,９３６,000 円(１.２％) である。

　　　　　主なものは地方交付税（当年度３４.５％、前年度２８.６％）及び市税（当年度２６.９％、

　　　　前年度２１.９％）、市債（当年度６.８％、前年度１２.１％）、となっている。(第４表参照）

　　　　　歳入総額の減少率は１８.３％ である。

　　　　　一方、増加額の主なものは、地方譲与税１２５,５７６,００２円 (４４.９％)、地方消費税交付金 
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（単位 ： 円，％）

対予算 対調定

１． 市 税 104.6 92.2

２． 地 方 譲 与 税 113.5 100.0

３． 利 子 割 交 付 金 146.2 100.0

４． 配 当 割 交 付 金 126.3 100.0

５．
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

487.2 100.0

６．
地 方 消 費 税
交 付 金

117.8 100.0

７．
自 動 車 取 得 税
交 付 金

125.2 100.0

８．
地 方 特 例
交 付 金

180.9 100.0

９． 地 方 交 付 税 106.7 100.0

１０．
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

108.6 100.0

１１．
分 担 金 及 び
負 担 金

99.2 99.7

１２．
使 用 料 及 び
手 数 料

103.0 98.6

１３． 国 庫 支 出 金 98.3 100.0

１４． 県 支 出 金 92.9 100.0

１５． 財 産 収 入 92.1 100.0

１６． 寄 附 金 99.4 100.0

１７． 繰 入 金 30.7 100.0

１８． 繰 越 金 100.0 100.0

１９． 諸 収 入 104.5 86.1

２０． 市 債 74.8 100.0

101.4 97.5

　第３表　歳入決算総括表

科 目 予算現額
予算現額に対する

27,150,334 330,851,105

3,629,252,000 4,118,625,755 3,795,355,220

13,000,000 19,006,000 19,006,000

3,000,000 14,616,000

166,103,220

357,000,000

収入比率

調 定 額 収入済額 収入済額の比較

405,101,002 405,101,002 48,101,0020

6,006,0000

15,000,000 18,938,000 18,938,000 3,938,0000

14,616,000 11,616,0000

300,000,000 353,266,000 353,266,000 53,266,0000 0

70,000,000 87,645,000 87,645,000 17,645,0000 0

70,000,000 126,623,000 126,623,000 56,623,0000 0

4,573,572,000 4,880,093,000 4,880,093,000 306,521,0000 0

6,400,000 6,951,000 6,951,000 551,0000 0

380,630,000 378,801,118 377,521,268 △ 3,108,7320 1,279,850

278,421,000 290,704,775 286,649,705 8,228,7050 4,055,070

877,430,000 862,171,447 862,171,447 △ 15,258,5530 0

917,234,000 852,196,180 852,196,180 △ 65,037,8200 0

88,445,000 81,474,616 81,474,616 △ 6,970,3840 0

2,150,000 2,137,200 2,137,200 △ 12,8000 0

109,028,000 33,520,208 33,520,208 △ 75,507,7920 0

783,513,000 783,513,201 783,513,201 2010 0

173,587,000 210,817,913 181,421,929 7,834,9290 29,395,984

1,278,700,000 956,600,000 956,600,000 △ 322,100,0000 0

計 13,926,362,000 14,482,801,415 14,124,799,976 198,437,976

不納欠損額 収入未済額

決 算 額

27,150,334 296,120,201

0

0

0

0
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　第４表　歳入決算の前年度比較

構成比 構成比

１． 市 税 26.9 21.9

２． 地 方 譲 与 税 2.9 1.6

３． 利 子 割 交 付 金 0.1 0.2

４． 配 当 割 交 付 金 0.1 0.1

５．
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

0.1 0.1

６．
地 方 消 費 税
交 付 金

2.5 2.0

７．
自 動 車 取 得 税
交 付 金

0.6 0.5

８．
地 方 特 例
交 付 金

0.9 0.8

９． 地 方 交 付 税 34.5 28.6

10．
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

0.0 0.0

11．
分 担 金 及 び
負 担 金

2.7 2.2

12．
使 用 料 及 び
手 数 料

2.0 1.7

13． 国 庫 支 出 金 6.1 11.4

14． 県 支 出 金 6.0 9.5

15． 財 産 収 入 0.6 0.4

16． 寄 附 金 0.0 0.6

17． 繰 入 金 0.2 0.2

18. 繰 越 金 5.5 4.8

19． 諸 収 入 1.3 1.4

20． 市 債 6.8 12.1

100.0 100.0

科 目

△ 44,853,192

△ 56,115,388

103,410,571

平 成 １ 8 年 度

△ 1,135,600,000

△ 12,551,511

△ 101,273,371

379,126,271

1,639,098,745

237,537,317

299,201,216

77,794,614

△ 1,605,003

△ 786,902,565

3,795,355,220

14,616,000

377,521,268

181,421,929

△ 5,265,858

6,951,000

19,006,000

405,101,002

18,938,000

126,623,000

87,645,000

862,171,447

852,196,180

2,092,200,000

4,940,029,000

6,089,000

340,657,000

平 成 １ 7 年 度

収入済額　Ａ

△ 1,390,000

△ 16,749,000

（Ａ－Ｂ） Ｃ

12,609,000

26,557,000

収入済額　Ｂ

3,791,361,203

279,525,000

増 加 額

143,372,000

8,971,000

17,296,763,275

828,366,393

1,966,010,879

12,961,000

78,674,000

16,006,000

4.7

△ 97.9

△ 13.6

△ 5.4

△ 23.6

△ 3,171,963,299

38,786,066

783,513,201

2,137,200

81,474,616

33,520,208

353,266,000

4,880,093,000

286,649,705

956,600,000

計 14,124,799,976

3.7

Ｃ ／ Ｂ

0.13,994,017

46.15,977,000

△ 8.7

増 加 率

44.9

△ 28.4△ 7,551,000

125,576,002

△ 11.7

3,680,002

△ 56.1

△ 48.0

△ 1,103,839,432

△ 59,936,000

862,000

△ 1.2

14.2

△ 0.4

△ 18.3

△ 4.2

（単位 ： 円，％）

△ 54.3

11.4
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　②　市税決算の状況は第５表のとおりである。

　③　市税徴収状況は第５表のとおりである。

　第５表　市税状況調 （単位 ： 円，％）

平成
１8年度

平成
１7年度

平成
１8年度

平成
１7年度

１ ． 個 人 93.4 93.4 8.3 1.1

２ ． 法 人 98.7 98.1 13.7 11.3

１ ． 固 定 資 産 税 88.3 88.8 △ 5.3 3.8

固 有 資 産 等 所
２ ． 在 市 町 村 交 付

金 及 び 納 付 金
100.0 100.0 △ 4.4 23.1

３． 軽 自 動 車 税 90.0 90.2 2.1 2.9

４． 市 た ば こ 税 100.0 100.0 △ 24.0 △ 7.2

92.2 92.2 0.1 3.2

　と多額であるが、内容等確認の結果、死亡・転出等やむを得ないと認める。

減少 (減少率 24.0 ％) している。

区分

調定額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

徴 収 率

税目

　④　地方税法第15条の７第１項、第４項、第５項及び第18条第１項並びに会計規則第２４条

１
市
民
税

1,206,291,775 1,126,790,527 4,316,234 75,185,014

669,959,100 661,427,000 793,800 7,738,300

２
固
定
資
産
税

1,939,942,318 1,713,212,231 21,434,000 205,296,087

2,987,600 2,987,600 0 0

85,107,900 76,600,800 606,300 7,900,800

296,120,201

対前年度増加率
（ 収 入 済 額 ） %

計 4,118,625,755 3,795,355,220 27,150,334

214,337,062 214,337,062 0 0

　収入済額は前年度の 3,791,361,203 円に比し、 3,994,017 円の増加となっており（増加率

　個人市民税が　86,325,448 円(増加率 8.3 ％)、軽自動車税が 1,597,200 円(増加率2.1%）

　　予算現額に対し収入済額は 166,103,220 円増加しており、調定額に対する収入済額の

0.1％)、増加したものの税目は、法人市民税が79,832,100 円 (増加率 13.7 ％) 、

　比率は92.2％（前年度92.2％）となっている。

　第１項の規定により不納欠損金として整理した件数及び金額は511件、27,150,334 円

などである。

　　また、市民の健康に対する意識向上等（喫煙率の低下）に伴い、たばこ税が 67,582,816円

　　財政状況の厳しい折、収入確保と税の公平さという観点からも滞納税の徴収により一層

努力されたい。
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　５．歳出決算の概要

　第６表　歳出決算総括表

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 議 会 費 99.4 0.6

２． 総 務 費 82.2 17.8

３． 民 生 費 97.7 1.6

４． 衛 生 費 98.9 1.1

５． 労 働 費 100.0 0.0

６． 農 林 水 産 業 費 94.5 3.1

７． 商 工 費 89.0 11.0

８． 土 木 費 93.0 2.6

９． 消 防 費 99.7 0.3

10． 教 育 費 97.9 2.1

11． 災 害 復 旧 費 90.5 4.4

12． 公 債 費 99.9 0.1

13． 諸 支 出 金 83.1 16.9

14． 予 備 費 0.0 100.0

95.1 4.1

　①　予算現額 １３,９２６,３６２,０００円に対して、支出済額１３,２４９,２５０,９２１円で不用額５７４,１８６,０７９円

0

17,358,063

18,701,794

7,854,320

1,548,045

25,545,482

49,858,965

21,163,931

26,126,400

3,009,812

13,926,362,000

730,590,000

0

0

24,270,000

1,197,629

338,809,512

9,279,977

574,186,079

1,569,746,488

53,732,149

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

計

188,166,000

479,606,000

科 目

552,326,000

917,000

3,390,889,000

453,730,000

820,772,000

32,421,000

0

3,312,156,851

434,172,069

0

0

19,585,000

186,968,371

0

0

2,471,116,1882,474,126,000

9,279,977

繰 越 額
Ｃ

25,000,000

1,649,000

1,609,524,023

1,910,205,000

1,592,165,960 0

0917,000

13,249,250,921 102,925,000

予 算 現 額
Ａ

0

775,641,518

550,777,955

403,871,035

679,467,206

1,259,836,000 1,233,709,600

支 出 済 額
Ｂ

46,395,000 38,540,680

（単位 ： 円，％）

　　となっている。(第６表参照)

　　　支出済額は前年度の１６,５１３,２５０,０７４円に比し３,２６３,９９９,１５３円減少 (△１９.８％) している。

　　　予算現額に対する執行率は９５.１％となっている。
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　②　性質別歳出決算の構成比は第７表のとおりである。

　　なっている。

構成比 構成比

19.4 15.8

10.7 8.7

18.7 14.3

48.7 38.8

9.0 14.1

2.3 2.0

5.6 11.2

1.1 0.9

3.3 14.7

12.3 28.8

12.6 10.6

0.9 0.6

12.5 10.4

1.3 1.7

0.0 0.0

0.0 0.0

11.5 9.1

39.0 32.4

100.0 100.0

　　　また、減少した主なものは、普通建設事業費△１,１３０,７４７千円 (△４８.６％)、積立金 △１０４,５８７千円

　　繰出金２５,０３７千円 (１.７％)である。

増 加 額

　　△３.７％となっており、増加額の主なものは、公債費１０９,７８５千円 (４.６％)、

　　　増加率を見ると義務的経費は０.８％、投資的経費については △６５.７％、その他の経費は

△ 1.7

2,471,116

434,172

6,458,502

145,478

1,851,927

109,785

平 成 １ 7 年 度

（単位 ： 千円，％）

△ 1.3△ 34,656

増 加 率

1.8

△ 1,130,747

△ 65.7

△ 18,221

30.7

△ 65,485 △ 3.8

△ 60.2

△ 1,987,373 △ 82.1

2,600

△ 3,118,120

△ 1,115,126

28,522

△ 5.5

50,774

区 分

　第７表　性質別歳出決算の前年度比較

　　(△３７.２％) 及び人件費△３４,６５６千円 (△１.３％) 等である。

義

務

的

経

費

災 害 復 旧 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費

公 債 費

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

県 営 事 業 負 担 金

計

1,195,653

1,629,825

物 件 費

148,078

92,794維 持 補 修 費

4,747,945

1,747,276

計

1,659,850

121,316

310,774

736,801

1,672,936

△ 3.7

6,407,728

2,421,545

△ 104,587

25,037

△ 37.2

人 件 費

扶 助 費 1,412,743

13,249,251

5,160,924

△ 66.0

△ 100.0

1.7

△ 2,500

( Ａ － Ｂ ) Ｃ

1,528,412

△ 4.3

0.8

△ 48.6

Ｃ ／ Ｂ

△ 74,340

△ 24,355

2,609,2992,574,643

4.6

平 成 １ 8 年 度

投
資
的
経
費

328,995

決 算 額 Ｂ

2,361,331

2,326,400

1,437,098

16,513,250

そ

の

他

の

経

費
5,357,577

△ 3,3005,000

△ 196,653

1,503,375

投 資 及 び 出 資 金

合 計

繰 出 金

計

積 立 金

補 助 費 等

△ 19.8

1,725,335

貸 付 金 1,700

176,710

0 2,500

281,297

△ 3,263,999

　　　構成比をみると義務的経費は４８.７％、投資的経費は１２.３％、その他の経費は３９.０％と

決 算 額 Ａ
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　③　予算流用の状況は次のとおりである。

６．財務内容の分析

  第８表　決算分析指数表（普通会計）

年 度

平 成 １ 8 年 度

平 成 １ 7 年 度

　財政運営は良好であるといえる。

19.29.7

　借換債の発行を抑えたことによる特殊事情があったため、１９.２％と高い数値となっている。

　　公債費比率がこれ以上増加しないよう留意しなければならない。

　　　予算規則第１９条の規定による予算流用の件数及び金額は、当年度延１３２件

　　実質公債費比率については、１９.４％である。

28.6

　　公債費比率は、財政構造の健全性から１０％以下が望ましいとされているが、前々年度に減税補填

　第２０条による予備費充用は３件。金額は、７２０,０２３円である。主なものは、節間流用であり、

（単位 ： ％）

投資的経費
比 率

３０,９７１,８７０円である。（内　１８年度へ繰越明許分１０件、８,０７９,４５７円含む。）また、予算規則

　　財務運営上の指標となる数値については、第８表のとおりである。

　福祉課　障害者福祉システムバージョンアップのための委託料、学校教育課　小学校環境整備工事、

建設課における河床整地工事などで、法改正によるもの、また緊急的なもので安全確保のためで　

ありやむを得ない。

　　人件費比率は、１９.４％である。投資的経費比率については、１２.２%である。

12.2

人 件 費
比 率

19.4

15.88.3

　　第８表について分析すると、実質収支比率は５％程度が望ましいとされるが、この指数でみる限り、

19.2

実 質 収 支
比 率

公 債 費
比 率

　財　政　指　標

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0.42

0.44

0.46

0.48

0.50

0.52

0.54

実質収支比率 12.1 7.4 8.3 9.7

公債費比率 18.4 21.7 19.2 19.2

人件費比率 17.3 17.8 15.8 19.4

投資的経費比率 22.1 18.5 28.6 12.2

財政力指数 0.46 0.49 0.51 0.53

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18

財政力指数
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グラフ等

《　参　考　図　》

歳入決算構成割合

市債
6.8%

市税
26.9%

地方交付税
34.5%

寄附金
0.0%

県支出金
6.0%

国庫支出金
6.1%

使用料及び
手数料
2.0%

分担金及び
負担金
2.7%

交通安全対策
特別交付金

0.0%

繰入金
0.2%

財産収入
0.6%

繰越金
5.5% 諸収入

1.3%

配当割交付金
0.1%

利子割交付金
0.1%

地方譲与税
2.9%

株式等譲渡
所得割交付金

0.1%

地方消費税
交付金
2.5%

自動車取得税
交付金
0.6%

地方特例
交付金
0.9%

10,000,000,000

11,000,000,000

12,000,000,000

13,000,000,000

14,000,000,000

15,000,000,000

16,000,000,000

17,000,000,000

18,000,000,000

平成１８年度 平成１７年度

歳入決算額
歳出決算額
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性質別歳出決算構成割合

普通建設事業費
9.0%

扶助費
10.7%

繰出金
11.5%

補助費等
12.5%

物件費
12.6%

公債費
18.7%

人件費
19.4%

積立金
1.3%

維持補修費
0.9%

貸付金
0.0%

投資及び出資金
0.0%

災害復旧事業費
3.3%

目的別歳出決算構成割合

災害復旧費
3.3%

公債費
18.7%

議会費
1.4%諸支出金

0.3%

民生費
25.0%

衛生費
12.0%労働費

0.0%
農林水産業費

5.9%
商工費
3.0%

土木費
5.1%

消防費
4.2%

教育費
9.3%

予備費
0.0%

総務費
11.8%
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　１．決算の概要

　　（１）　歳入決算に関する事項

　　（２）　国民健康保険税の決算状況

  第９表　歳入決算総括表

対予算 対調定

１．
国 民 健 康
保 険 税

100.3 81.3

２．
使 用 料 及 び
手 数 料

93.0 100.0

３． 国 庫 支 出 金 100.7 100.0

４．
療 養 給 付 費
交 付 金

97.9 100.0

５．
共 同 事 業
交 付 金

99.8 100.0

６． 財 産 収 入 100.0 100.0

７． 繰 入 金 99.8 100.0

８． 繰 越 金 100.0 100.0

９． 諸 収 入 109.5 94.4

10． 県 支 出 金 106.9 100.0

100.2 94.2

1,330,352,000

187,606,000

342,888,000

計 4,362,094,000

2,166,000

454,194,467

7,362,212

279,040

2,166,526

21,044,318 1,725,318

4,636,830,840

1,427,194,628 3,016,000

12,941,378200,547,378

△ 20,960

1,157,984,000

342,280,921

2,166,526

△ 17,762,886

1,161,000,000

1,339,356,966

△ 518

　　　国民健康保険税の決算状況は、予算額 １,１５７,９８４,０００円、調定額１,４２７,１９４,６２８円、

36,980,482

455,129,000

18,139,000

　　 　歳入歳出予算額 ４,３６２,０９４,０００ 円に対し、歳入調定額 ４,６３６,８３０,８４０ 円、収入済額

収 入 済 額調 定 額

　　収入済額 １,１６１,０００,０００円、不納欠損額 １６,２７２,７０５円、収入未済額 ２４９,９２１,９２３円である。

２.　国民健康保険事業特別会計

200,547,378

526

36,981,000

342,280,921

454,194,467

830,549,000

　　（第９表、資料２参照）

279,040

812,786,114

1,339,356,966

812,786,114

予算現額に対する
科 目

収入済額の比較

（単位 ： 円，％）

４,３６９,４５６,２１２円、不納欠損額 １６,２７２,７０５円、収入未済額 ２４９,９２１,９２３円となり、

収 入 比 率

9,004,966

4,369,456,212

予 算 現 額

300,000

決 算 額

36,980,482

19,864,318

△ 934,533

収入比率では、予算に対し １００.２％、調定に対し ９４.２％となっている。（第９表参照）

　　不納欠損については、２１３件であり内容確認の結果、死亡・転出等やむを得ないと認める。

△ 607,079

13



　第１０表　歳入決算の前年度比較

構成比 構成比

１．
国 民 健 康
保 険 税

26.6 28.3

２．
使 用 料 及 び
手 数 料

0.0 0.0

３． 国 庫 支 出 金 30.7 32.9

４．
療 養 給 付 費
交 付 金

18.6 15.5

５．
共 同 事 業
交 付 金

7.8 2.1

６． 財 産 収 入 0.0 0.0

７． 繰 入 金 10.4 7.7

８． 繰 越 金 0.8 9.4

９． 諸 収 入 0.5 0.6

10． 県 支 出 金 4.6 3.4

100.0 100.0

科 目
収入済額　Ａ

平 成 １ 8 年 度

計

△ 23.5

4,369,456,212

25,981,710

143,263,610

4,191,666,551

19,864,318

200,547,378

342,280,921

1,339,356,966

36,980,482

647,656,275

収入済額　Ｂ

1,348,6682,166,526

454,194,467 40.5

4.2

57,283,768

177,789,661

△ 6,117,392

△ 355,545,859

812,786,114

増 加 額

279,040

（Ａ－Ｂ） Ｃ

△ 5.8

△ 26,015,3021,187,015,302

△ 17,260

130,890,455

1,380,836,846

89,968,297

△ 41,479,880

252,312,624

323,304,012

165,129,839

817,858

392,526,341

平 成 １ 7 年 度

296,300

Ｃ ／ Ｂ

増 加 率

△ 3.0

40.0

△ 2.2

164.9

△ 90.6

1,161,000,000

（単位 ： 円，％）

280.4

25.5
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　　（３）　歳出決算に関する事項

　　（第１1表参照）

  第11表　歳出決算総括表

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 総 務 費 95.3 4.7

２． 保 険 給 付 費 97.2 2.8

３．
老 人 保 健
拠 出 金

100.0 0.0

４． 介 護 納 付 金 100.0 0.0

５．
共 同 事 業
拠 出 金

95.3 4.7

６． 保 健 事 業 費 95.1 4.9

７． 基 金 積 立 金 2.7 97.3

８． 公 債 費 0.0 100.0

９． 諸 支 出 金 98.4 1.6

10． 予 備 費 0.0 100.0

95.6 4.4

1,328

　　率95.6 ％、不用額比率 4.4 ％となっている。

　　（５）　単年度収支額は、１６０,５５８,６５４円である。

0

2,860,190,653 0

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

1,279,93727,238,000 0

　　　予算額 ４,３６２,０９４,０００円に対し、支出済額 ４,１７１,９１７,０７６円、不用額 １９０,１７６,９２４円、執行

繰 越 額
Ｃ

　　（４）　実質収支額は、１９７,５３９,１３６円である。

科 目

25,958,063

支 出 済 額
Ｂ

予 算 現 額
Ａ

218,542,000

4,362,094,000 4,171,917,076

349,372,000

0

49,321,728

8,009,778

2,166,526

計

674,941,000

10,000,000

332,788,766

300,000

80,654,000

218,541,890

674,939,672

50,131,000

8,420,000

0 0

0

0

0

190,176,924

10,000,000

809,272

300,0000

0

0

110

410,222

78,487,474

16,583,234

（単位 ： 円，％）

82,305,3472,942,496,000

0
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  第１2表　性質別歳出決算の前年度比較

構成比 構成比

0.0 0.0

0.0 0.0

0.0 0.0

61.2 57.4

6.8 6.8

0.3 0.3

0.3 0.3

68.6 64.8

16.2 17.2

8.0 2.1

24.2 19.3

0.2 0.2

1.2 0.2

0.1 9.5

5.2 5.4

0.6 0.6

7.3 15.9

100.0 100.0

6.2

Ｃ ／ Ｂ

　　　　　　　　　　　　　－0

( Ａ － Ｂ ) Ｃ

△ 4.5

0

41,757,731 552.1

△ 5.8

245,336,005

203,954,156

280.5

△ 41,381,849

25.4

△ 500,000

　　　　　　　　　　　　　－

0.027,744

7.1169,198,092

4,171,917,076

介 護 納 付 金

物 件 費

△ 53.9

そ

の

他

経

費

△ 99.4

11.5

2.6

△ 3.2

25,293,34525,958,063

218,541,890

658,726,970

0

0

0

決 算 額 Ｂ

平 成 １ ７ 年 度平 成 １ ８ 年 度

△ 720,000

0

△ 5.6

4,154,686,069

664,718

△ 354,728,985

　　　　　　　　　　　　　－

225,859,393

392,826,000 △ 390,659,474

87,452,761332,788,766

0

0

284,263,005

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

公 債 費

小 計

高 額 療 養 費

小 計

葬 祭 諸 費

拠

出

金

303,997,985

合 計

2,166,526

△ 7,317,503

0.417,231,007

2,384,049,556

小 計

674,939,672

出 産 育 児 諸 費 11,100,000

療 養 諸 費 2,553,247,648

10,600,000

12,080,000

区 分

7,184,235

7,563,997

2,692,184,8172,860,190,653

284,235,261

小 計

増 加 率増 加 額

716,321,521

（単位 ： 円，％）

49,321,728

義

務

的

経

費

人 件 費 0

保

険

給

付

費

老 人 保 健 拠 出 金

共 同 事 業 拠 出 金

168,005,836

8,009,778

12,800,000

825,543

803,774,2821,007,728,438
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　１．決算の概要

　　（１）　歳入決算に関する事項

　第1３表　歳入決算総括表

対予算 対調定

１． 保 険 料 102.2 96.6

２．
使 用 料 及 び
手 数 料

3,320.0 100.0

３． 国 庫 支 出 金 98.7 100.0

４．
支 払 基 金
交 付 金

95.2 100.0

５． 県 支 出 金 98.4 100.0

６． 財 産 収 入 99.8 100.0

７． 繰 入 金 100.0 100.0

８． 繰 越 金 100.0 100.0

９． 諸 収 入 92.5 9.8

98.5 99.0

64,400

△ 39,514,000

△ 141,000

391,236,347

146,637

391,236,347

415,257,000

504,126,510

調 定 額
科 目

　　　ア　予算額 ２,９９３,９２０,０００円に対し、歳入調定額２,９８１,０２４,４１１円、収入済額

（単位 ： 円，％）

　　　　と認める。

　　　イ　歳入の構成比状況は（第１４表）のとおりである。

△ 134,298

66,400

△ 43,803,405

△ 1,696

△ 8,920,305

△ 363

△ 6,164,653

11,008,510

予算現額に対する

収入済額の比較

　　　　不納欠損については、１１８件であり内容確認の結果、死亡・転出,生活困窮等やむを得ない

677,994,000

493,118,000

669,073,695

2,000

予 算 現 額

147,000

181,720,304

2,981,024,411

786,843,000

519,839,190

決 算 額

66,400

397,401,000

1,646,702

計

415,257,000

2,993,920,000

1,781,000

181,722,000

669,073,695

786,843,000

181,720,304

2,950,116,595

146,637

16,841,838

収 入 済 額

826,357,000

　　　　では、予算に対し９８.５%、調定に対し９９.０%となっている。（第１３表、資料２参照）

収 入 比 率

　　　　２,９５０,１１６,５９５円、不能欠損額３,１７５,７００円、収入未済額２７,７３２,１１６円となり、収入比率

415,398,000

３.　介護保険事業特別会計
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　第１４表　歳入決算の前年度比較

（単位 ： 円，％）

構成比 構成比

１． 保 険 料 17.1 13.4

２．
使 用 料 及 び
手 数 料

0.0 0.0

３． 国 庫 支 出 金 22.7 27.3

４．
支 払 基 金
交 付 金

26.7 29.3

５． 県 支 出 金 13.3 12.3

６． 財 産 収 入 0.0 0.0

７． 繰 入 金 14.1 14.6

８． 繰 越 金 6.2 3.2

９． 諸 収 入 0.1 0.0

100.0 100.0

181,720,304 93,094,220

2,918,391,5562,950,116,595

84,812

795,500,000

360,311,000

平 成 １ ７ 年 度

収入済額　Ｂ

41.3

115,539.2

8.6

1.1

95.2

△ 2.3

1,645,278

390,029,100 114,097,410

30,925,347

47,000

854,218,000

△ 126,426,305

19,400

（Ａ－Ｂ） Ｃ

61,825

29.3

△ 7.9

△ 15.9

△ 67,375,000

増 加 額

Ｃ ／ Ｂ

増 加 率

88,626,084

72.9

△ 9,849,000

平 成 １ ８ 年 度
科 目

669,073,695

391,236,347

146,637

415,257,000

786,843,000

収入済額　Ａ

66,400

425,106,000

504,126,510

計 31,725,039

1,4241,646,702
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　　　ア　予算額 ２,９９３,９２０,０００円に対し、支出済額 ２,８２８,１１８,２０６円、

　　不用額１６１,０７６,７９４円であり、執行率 94.5 ％、不用額比率５.４%となっている。

　　（第１５表参照）

　　　イ　性質別歳出決算額の状況は（第１６表）のとおりである。

　第１５表　歳出決算総括表

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 総 務 費 82.4 8.9

２． 保 険 給 付 費 95.0 5.0

４． 基 金 積 立 金 100.0 0.0

５． 地域支援事業費 94.3 5.7

６． 公 債 費 0.0 100.0

７． 諸 支 出 金 100.0 0.0

８． 予 備 費 0.0 100.0

94.5 5.4

67,552,000

0

67,551,289

128,533,952

58,606,000

4,725,000

（第１５表参照）

4,725,000

0

54,466,000

132,810,700

イ　性質別歳出決算額の状況は（第１６表）のとおりである。

711

161,076,794

1,000

3,367,155

4,873,180

支 出 済 額
Ｂ

（２）　歳出決算に関する事項

（３）実質収支額は、１１８,２３６,３８９円である。

（４）単年度収支額は △６３,４８３,９１５円である。

不用額１６１,０７６,７９４円であり、執行率 ９４.５％、不用額比率５.４%となっている。

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

ア　予算額 ２,９９３,９２０,０００円に対し、支出済額 ２,８２８,１１８,２０６円、

（単位 ： 円，％）

0

55,238,845

20,000,000

24,048

1,000 00

0

0

科 目
予 算 現 額

Ａ
繰 越 額

Ｃ

2,531,926,3002,664,737,000

44,867,820

0

2,828,118,206

128,558,000

2,993,920,000

20,000,000

計
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　第１６表　性質別歳出決算の前年度比較

（単位 ： 円，％）

構成比 構成比

1.0 0.0

0.0 0.0

1.0 0.0

32.3 44.3

36.6 44.8

0.1 0.1

0.6 0.6

3.4 4.0

7.3 0.0

3.9 0.0

1.4 0.8

0.1 0.1

3.8 1.6

89.5 96.4

0.0 0.1

0.0 0.1

2.4 0.0

2.5 2.1

4.5 1.4

9.4 3.5

100.0 100.0

3,797,552

0

15,198,850

171,285,809

福 祉 用 具 購 入 費

206,056,503

－

施 設 介 護 サ ー ビ ス
等 給 付 費

0

3,880,750

2,638,389,920

2,451,410

178.7

△ 299,828,857

0

140.9

△ 106,780

110,503,486

15,674,901

△ 13,611,180

1,236,685

－

8.1

△ 2.8

62,407,555

22,564,991

0

0

決 算 額 Ｂ

平 成 １ 7 年 度

－

Ｃ ／ Ｂ

－29,076,175

増 加 額

29,076,175

増 加 率

△ 100.0

△ 106,463,620

△ 100.0

89,932,048

13,887,284 24.3

233.0

△ 2,451,410

67,466,477 79,548.3

110,452,240

△ 4.0

△ 2,451,410

－

2,451,410

基 金 積 立 金

0

95,829,922

諸 支 出 金

71,030,490 57,143,206

84,812

2,828,118,206 2,736,671,252

△ 12.3

2.9

38,601,904

小 計

小 計 29,076,175

△ 24.7

69.5

△ 15.4

128,533,952

物 件 費

267,115,731

67,551,289

合 計

△ 188,906,834

110,901

平 成 １ 8 年 度

( Ａ － Ｂ ) Ｃ

1,213,135,600

1,225,071,892

29,076,175 0

決 算 額 Ａ

0

居 宅 介 護 サ ー ビ ス
等 給 付 費

公 債 費

人 件 費

区 分

義

務

的

経

費

保

険

給

付

費

110,503,486

住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス
計 画 給 付 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス
等 費

16,435,535

介 護 予 防 サ ー ビ ス
給 付 費

96,841,060

206,056,503

1,036,165,058

913,306,743

3,908,453

地 域 密 着 型 介 護
サ ー ビ ス 給 付 費

0

38,239,892

小 計

特 定 入 所 者 介 護
サ ー ビ ス 費

審 査 支 払 手 数 料

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

2,531,926,300

拠

出

金

そ

の

他

の

経

費 小 計

106,695,600

3,773,970

44,288,045

3.391,446,954
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　１．決算の概要

　第1７表　歳入決算総括表

対予算 対調定

１． サ ー ビ ス 収 入 105.7 96.6

２． 繰 入 金 100.0 100.0

４． 諸 収 入 0.0 0.0

102.5 100.0

　　（２）　歳出決算に関する事項

　第１８表　歳出決算総括表

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 総 務 費 97.7 2.3

２． 事 業 費 100.0 0.0

４． 諸 支 出 金 0.0 100.0

８． 予 備 費 0.0 100.0

92.5 7.5

　　　　円、不納欠損額０円、収入未済額０円となり、収入比率では、予算に対し１０２.５%

　　（１）　歳入決算に関する事項

　　　ア　予算額 ２５,６２９,０００円に対し、歳入調定額２６,２６１,０００円、収入済額２６,２６１,０００

決 算 額

1,380

2,000

1,916,735

0

0

　　（４）　単年度収支額は２,５４８,７３５円である。（平成１８年度新規事業のため前年度実質収支

60,5550

予 算 現 額
Ａ

収 入 済 額 収入済額の比較

0

634,000

14,530,000

632,000

予算現額に対する

0 0 △ 2,000

　　　　調定に対し１００.０％となっている。（第１７表参照）

14,530,000 14,530,000

予 算 現 額
収 入 比 率

（単位 ： 円，％）

（単位 ： 円，％）

　　　　執行率９２.５％、不用額比率７.５％となっている。（第１８表参照）

　　　イ　性質別歳出決算額の状況は（第１９表）のとおりである。

0

繰 越 額
Ｃ

　　額０円）

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

11,097,000 11,731,000 11,731,000

科 目

0

21,132,820

　　（３）　実質収支額は２,５４８,７３５円である。

科 目

４.　介護サービス事業特別会計

計 25,629,000 26,261,000

　　　ア　予算額 ２５,６２９,０００円に対し、支出済額２３,７１２,２６５円、不用額 １,９１６,７３５円であり、

調 定 額

0

2,000

2,640,000

23,712,265

1,852,800

支 出 済 額
Ｂ

2,579,445

26,261,000

21,134,200

1,852,800

計 25,629,000

2,000

0
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　第１９表　性質別歳出決算

構成比 構成比

9.8 0.0

0.0 0.0

9.8 0.0

89.1 0.0

89.1 0.0

0.0 0.0

1.0 0.0

0.0 0.0

1.0 0.0

100.0 0.0

100.0

100.0

備考.　介護サービス事業特別会計は、平成１８年度に新しく特別会計として予算執行を行ったものであり、

合 計

そ

の

他

の

経

費

基 金 積 立 金

物 件 費

100.0

0.0

100.0

100.0

0

0

0

21,132,820

244,008

0

0

決 算 額 Ｂ

2,335,437

100.0

Ｃ ／ Ａ

増 加 率

0

（ Ａ － Ｂ ） Ｃ

100.0

0

（単位 ： 円，％）

平 成 １ ７ 年 度
区 分

決 算 額 Ａ

0

決算後における性質別歳出決算額は前年に比して皆増である。

2,335,4372,335,437

2,335,437

小 計

23,712,265

小 計

21,132,820

0

公 債 費 0

小 計

0

244,008

0

244,008 0

21,132,820

0

増 加 額

0

諸 支 出 金 0

23,712,265

0

244,008

事

業

費

義

務

的

経

費

介 護 予 防 事 業 費

21,132,820

0

人 件 費

平 成 １ 8 年 度

22



　　　　収入比率は 97.4 ％となっている。（第２０表参照）

　第２０表　歳入決算総括表 （単位 ： 円，％）

対予算 対調定

１．
支 払 基 金
交 付 金

98.4 100.0

２． 国 庫 支 出 金 92.7 100.0

３． 県 支 出 金 97.7 100.0

４． 繰 入 金 100.0 100.0

５． 繰 越 金 0.0 0.0

６． 諸 収 入 752.4 100.0

97.4 100.0

　第2１表　歳入決算の前年度比較 （単位 ： 円，％）

構成比 構成比

１．
支 払 基 金
交 付 金

53.6 57.2

２． 国 庫 支 出 金 29.7 27.9

３． 県 支 出 金 7.7 7.0

４． 繰 入 金 8.2 7.7

５． 繰 越 金 0.0 0.0

６． 諸 収 入 0.8 0.2

100.0 100.0

3.1

12,255,823

2,608,840,049

５.　老人保健事業特別会計

△ 8,758,642

40,248,473

平 成 １ 7 年 度

収入済額　Ｂ Ｃ ／ Ｂ（Ａ－Ｂ） Ｃ

増 加 額

5,023,181,324

0

40,248,473

△ 130,489,806

増 加 率

5,349,000

2,608,840,049

決 算 額

△ 100.0

予算額に対する収入比率は ９７.４％となっている。（第２０表、資料２参照）

調 定 額
予 算 現 額

1,444,925,314

4,866,297,194

228.4

2,652,104,000

収 入 比 率予算現額に対する

収入済額の比較

27,992,650

△ 156,884,130合 計 △ 3.1

1,444,925,314

0

6.7

△ 205,932

42,973,491

387,189,000

205,932

23,485,988

12,014,000 3.1

科 目
収入済額　Ａ

△ 263,144,327 △ 9.22,608,840,049

4,996,787,000

34,899,473

0

40,248,473

△ 43,263,951

0

収 入 済 額

△ 113,365,6861,444,925,314

399,203,000

373,080,358

1,558,291,000

1,000 △ 1,000

373,080,358

399,203,000 399,203,000

381,839,000

１．決算の概要

（１）　歳入決算に関する事項

ア　予算額 ４,９９６,７８７,０００円、調定額並びに収入済額 ４,８６６,２９７,１９４円、

イ　歳入の構成比状況は（第２１表）のとおりである。

計

科 目

373,080,358

399,203,000

349,594,370

4,866,297,194

2,871,984,376

4,866,297,194

1,401,951,823

平 成 １ 8 年 度
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　　　ア　予算額 4,996,787,000 円に対し支出済額 4,840,727,152 円、不用額 156,059,848 円であり、

　　　イ　性質別歳出決算額の状況は（第２３表）のとおりである。

（単位 ： 円，％）

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 総 務 費 93.1 6.9

２． 医 療 諸 費 96.9 3.1

３． 公 債 費 0.0 100.0

４． 諸 支 出 金 100.0 0.0

５． 予 備 費 0.0 100.0

６． 前年度繰上充用金 100.0 0.0

96.9 3.1

（単位 ： 円，％）

構成比 構成比

0.0 0.0

0.0 0.0

96.5 96.8

2.2 1.8

0.3 0.3

99.0 99.0

0.3 0.2

0.5 0.8

0.2 0.0

1.0 1.0

100.0 100.0

3,778,572

△ 41.1

0

△ 459,120

△ 184,898,401

500,000

024,362,616

10,000

支 出 済 額
Ｂ

0

4,948,791,000

14,242,516

0

ア　予算額４,９９６,７８７,０００円に対し支出済額 ４,８４０,７２７,１５２円、不用額 

2,384

繰 越 額
Ｃ

1,052,484

4,794,296,464

46,430,688

保

険

給

付

費

諸 支 出 金

4,670,771,410

4,979,194,865

156,059,848

0

平 成 １ ７ 年 度

0

0

小 計

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

4,840,727,152

0

増 加 率

444

増 加 額

0

決 算 額 Ａ

4,996,787,000

義
務
的
経
費

人 件 費 0

　第２３表　性質別歳出決算の前年度比較

小 計

決 算 額 Ｂ

△ 16,985,455

18.3

△ 4.1△ 200,923,073

16,483,79290,192,046

17,308,336

4,871,694,483

41,348,071

0

△ 190,279,728

7,826,000

平 成 １ ８ 年 度

4,840,727,152

0

Ｃ ／ Ｂ

0

0

( Ａ － Ｂ ) Ｃ

0

0

0

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

4,794,296,464

10,000

154,494,536

イ　性質別歳出決算額の状況は（第２３表）のとおりである。

（3）実質収支額は２５,５７０,０４２円である。

（4）単年度収支額は３３,３９５,５９８円である。

第２２表　歳出決算総括表

△ 3.7

16,849,216

15,295,000

24,362,616

14,242,516物 件 費 10,463,944

0.0

△ 10.4

500,000

7,825,556

医 療 支 給 費

審 査 支 払 手 数 料 △ 2.7

36.1

51,812,015

0

△ 5,381,327

合 計 5,031,006,880

7,825,556

そ

の

他

経

費

△ 3.8

7,825,556

24,365,000

106,675,838

医 療 給 付 費

区 分

合 計

予 算 現 額
Ａ

（２）　歳出決算に関する事項

１５６,０５９,８４８円、執行率９６.９％、不用額比率３.１％となっている。（第２２表参照）

科 目
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　第２４表　歳入決算総括表 （単位 ： 円，％）

収入済額

対予算 対調定 構成比

１．
分 担 金 及 び
負 担 金

151.5 31.0 0.1

２．
使 用 料 及 び
手 数 料

108.5 97.4 2.0

３． 国 庫 支 出 金 24.9 100.0 21.6

４． 県 支 出 金 100.0 100.0 8.8

５． 繰 入 金 98.4 100.0 43.7

６． 繰 越 金 100.1 100.0 0.1

７． 諸 収 入 99.8 100.0 0.4

８． 市 債 27.0 100.0 23.3

43.8 99.7 100.0

　第２５表　歳出決算総括表 （単位 ： 円，％）

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 事 業 費 29.3 0.2 61.5

２． 公 債 費 99.2 0.8 38.5

３． 予 備 費 0.0 100.0 0.0

40.2 0.3 100.0

92,670

△ 157,050,000

383,205

予算現額に対する

188,000

846,033

701,407

328,600,000

222,517,560

188,000

328,600,000

466,254,000

85,709,59386,411,000

(３)　実質収支額は、４６７,８３２円である。

（２）歳出決算に関する事項

予算額５５２,８５３,０００円に対し支出済額２２２,５１７,５６０円、不用額 １,７３５,４４０円、執行率４０.２％、

支 出 済 額
Ｂ

科 目
予 算 現 額

Ａ
繰 越 額

Ｃ

支出
済額

構成比

0

計 552,853,000

158,189

242,035,392

△ 152,500,00056,400,000

収入済額の比較

決 算 額 収 入 比 率

△ 1,672

△ 1,742,000

189

180,000

(４)　単年度収支額は、３０９,６４３円である。

△ 310,817,608

0

209,250,000

105,846,000

収 入 済 額

995,328

272,670

4,884,205

21,279,000

158,189

107,588,000

136,807,967

0

科 目 予 算 現 額

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

不用額比率０.３％となっている。（第２５表参照）

208,900,000

52,200,000

21,279,000

56,400,000

995,328

52,200,000

4,501,000

21,279,000

105,846,000

計

158,000

997,000

5,014,800

552,853,000 242,773,157

1,735,440

0

879,840

調 定 額

予算額 ５５２,８５３,０００円に対し歳入調定額 ２４２,７７３,１５７円、収入済額２４２,０３５,３９２円

6.  下水道事業特別会計

（１）　歳入決算に関する事項

となり、収入比率では、予算に対し４３.８％、調定に対し ９９.７ ％となっている。（第２４表参照）

　１．決算の概要
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　第２６表　歳入決算総括表 （単位 ： 円，％）
収入済額

不納欠損額 収入未済額 対予算 対調定 構成比

１．
分担金及び
負 担 金

0 0 106.7 100.0 1.0

２．
使用料及び
手 数 料

152,600 1,015,835 108.6 96.9 7.5

４． 県 支 出 金 0 0 100.0 100.0 40.3

５． 繰 入 金 0 0 96.6 100.0 38.5

６． 繰 越 金 0 0 100.0 100.0 1.2

７． 諸 収 入 0 0 5.0 100.0 0.0

８． 市 債 0 0 100.0 100.0 11.4

152,600 1,015,835 99.3 99.8 100.0

　第２７表　歳出決算総括表 （単位 ： 円，％）

執 行 率

Ｂ ／ Ａ

１． 事 業 費 5,069,856 98.5

２． 公 債 費 803,240 99.5

３． 予 備 費 500,000 0.0

6,373,096 98.7

100.0

1.3

0.0

100.0

支出済額構成比

68.8

31.2

不 用 額
比 率

Ｄ ／ Ａ

1.5

0.5

科 目 予算現額
予算現額に対する決 算 額 収 入 比 率

調 定 額 収入済額 収入済額の比較

4,585,000 4,892,940 4,892,940 307,940

33,300,000 37,330,630 36,162,195 2,862,195

194,810,000 194,810,000 194,810,000 0

91

192,499,000 186,000,000 186,000,000 △ 6,499,000

0

3,000 150 150 △ 2,850

335,310,000 330,240,144 0

△ 3,331,624

予算額 ４８６,４５３,０００円に対し支出済額 ４８０,０７９,９０４円、不用額 ６,３７３,０９６円、執行

率９８.７％、不用額比率 １.３％となっている。（第２７表参照）

計 486,453,000 484,289,811 483,121,376

150,643,000 149,839,760 0

500,000 0 0

計 486,453,000 480,079,904 0

７.　農業集落排水事業特別会計

１．決算の概要

（１）　歳入決算に関する事項

（２）歳出決算に関する事項

55,300,000 55,300,000 55,300,000

5,956,000 5,956,091 5,956,091

予算額 ４８６,４５３,０００円に対し歳入調定額 ４８４,２８９,８１１円、収入済額４８３,１２１,３７６円

となり、収入比率では、予算に対し９９.３％、調定に対し９９.８％となっている。（第２６表参照）

不納欠損については、６２件（４名）１５２,６００円、内容確認の結果、居所不明、転出等やむを

えないと認める。

（３）実質収支額は、３,０４１,４７２円である。

（４）単年度収支額は、△２,９１４,６１９円である。

予算現額

Ａ

支出済額

Ｂ

繰 越 額

Ｃ

不 用 額
（ Ａ － Ｂ －
Ｃ ）

Ｄ

26



　第２８表　歳入歳出決算総括表

また、利用者の内訳は、東かがわ市が１１,４１６千円（６３．０％）、一般が６,６９９千円（３７,０％）であり、

歳 出 決 算 額

3,390,583 12.7

2,481,118 16.914,724,417

909,465

26,773,483

増 加 率
Ｃ / Ｂ

増 加 額
( Ａ - Ｂ ) Ｃ

（３）単年度収支額　９０９,４６５円である。

　１．決算の概要

前年度に比べて、一般の商品券利用率が、２,１１０千円（８．９%）増となっている。

８.　商品券事業特別会計

（１）歳入総額は３０,１６４,０６６円で内訳は、財産運用収入１８,１１５,０００円、前年度からの繰越金

歳出は、事業費 １７,２０５,５３５円となっている。（第２８表参照）

区 分

歳 入 歳 出 差 引 額

平 成 １ ８ 年 度
Ａ

12,958,531

歳 入 決 算 額

歳 入 歳 出 予 算 額 27,051,000

30,164,066

平 成 １ ７ 年 度
Ｂ

25,463,000

17,205,535

市内に限定した商品券を発行することにより、商店街等で消費意欲を喚起し、以て地元商工業の

振興を図ろうとするものである。

12,049,066

（単位 ： 円，％）

6.21,588,000

（２）実質収支額　１２,９５８,５３１円である。

１２,０４９,０６６円である。

7.5
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　１．決算の概要                                                                                                             

　　　　予算額 124,743,000 円、調定額並びに収入済額 127,447,609 円、予算額に対する収入

　　　比率102.2％である。（第２９表参照）         

　第２９表　歳入決算総括表

（単位 ： 円，％）

収入済額

対予算 対調定 構成比

１． 事 業 収 入 102.8 100.0 76.9

２． 繰 入 金 100.0 100.0 20.6

３． 繰 越 金 100.0 100.0 1.3

４． 諸 収 入 100.0 100.0 1.2

102.2 100.0 100.0

室使用料収入△１３.４２%、金額△１１０,８６９円と厳しい事業収入部門もあるが、事業収入総額をみると、

入場者数で前年度対比２８６人、入場料で１,９４９,７００円（１０．０７%）増額となっている。

一方、売店収入△０．３９%、金額△４８,５３２円、食堂収入△１．５４%、金額△７７３,４０９円

１０２.２％である。（第２９表参照）         

予算額１２４,７４３,０００円、調定額並びに収入済額 １２７,４４７,６０９円、予算額に対する収入比率

（１）　歳入決算に関する事項

前年度対比２.７６%、金額２,６７９,２０８円の増額となっている。

９.　白鳥温泉事業特別会計     

予 算 現 額

1,540,893

収 入 比 率

調 定 額

決 算 額 予算現額に対する

収入済額の比較

98,004,080

127,447,609 127,447,609 2,704,609

（２）　事業収入の決算状況

1,646,636

収 入 済 額

また、宿泊は前年度対比、利用者数３８人、収入金額は１,８６０,４６３円（１４.４５%）となっている。

科 目

△ 107

合 計 124,743,000

26,256,00026,256,000

1,540,893

2,704,080

026,256,000

6361,646,636

98,004,080

1,541,000

1,646,000

95,300,000
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　　　執行率 97.5 ％、不用額比率 2.5 ％となっている。（第３０表参照）

　第３０表　歳出決算総括表 （単位 ： 円，％）

執 行 率
不 用 額
比 率

Ｂ ／ Ａ Ｄ／Ａ

１． 総 務 費 98.1 1.9

２． 事 業 費 97.3 2.7

４． 予 備 費 0.0 0.0

97.5 2.5

　第３１表　性質別歳出決算の前年度比較 （単位 ： 円，％）

構成比 構成比

19.1 17.4

19.1 17.4

1.2 0.2

1.2 0.2

76.6 79.0

0.1 0.2

3.0 3.3

79.7 82.5

100.0 100.0

15.2

15.23,055,440

1.5

1,323,000 700.0

20,131,203

Ｃ ／ Ｂ( Ａ － Ｂ ) Ｃ

189,000

3,055,440

82,908,508

（４）単年度収支額は ４,１６６,９９２円である。

0

0

121,633,981

合 計

区 分

予算額１２４,７４３,０００円に対し支出済額１２１,６３３,９８１円、不用額 ３,１０９,０１９円であり、執行率

85,248,000

1,444,861

3,109,019

115,810,680

20,131,203

△ 74,800

95,490,477

91,448,952

189,0001,512,000小 計

合 計

小 計

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

９７.５％、不用額比率２.５％となっている。（第３０表参照）

（３）実質収支額は ５,８１３,６２８円である。

039,495,000 38,725,473

支 出 済 額
Ｂ

（２）　歳出決算に関する事項 

1,682,064

700.0

増 加 率増 加 額

1,323,000

23,186,643

予 算 現 額
Ａ

121,633,981

0

23,186,643人 件 費

科 目

義 務 的 経 費

1.8

769,527

不 用 額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

Ｄ

平 成 １ ７ 年 度

00

0

2,339,492

繰 越 額
Ｃ

1.2

1,444,861

△ 162,403

決 算 額 Ｂ

189,800

124,743,000

1,512,000

そ の 他 の 経 費

決 算 額 Ａ

平 成 １ ８ 年 度

96,935,338小 計

維 持 補 修 費

補 助 費 115,000

物 件 費 93,131,016

3,689,322

△ 39.4

△ 4.23,851,725
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　第３２表　白鳥温泉利用状況

（単位 ： 人，％）

前 年 比

171.7

0.9

3.5

22,098

74,442

平 成 １ ７ 年 度

4,328

31,938

26,208

14,380

平 成 １ ８ 年 度

入 場 者 数

入 場 者 数 ４ ０ ０ 円

3,879

185

25.5

△ 73.0

区 分

入 場 者 数 ３ ０ ０ 円

4,290

287 △ 35.5

入 場 者 数 ２ ０ ０ 円

入 場 者 数 計

宿 泊 者 数 計

入 場 者 数 １ ０ ０ 円

宿 泊 者 数 大 人

宿 泊 者 数 子 供

△ 72.7

0.4

4,003

32,881

6,030

4,143

74,728

11,756

30



財産に関する調書



･土地の増については、主に分譲地９区画、２,４４６㎡（うち売却３区画７７１㎡）である。

1０. 公有財産、物品、債権の管理処分の概要

公有財産、物品、債権の管理処分の概要は、次のとおりである。

跡地は５６１.５５㎡は、少年育成センター生徒の遊び場や駐車場としてそれぞれ所管替えされて

財産に又、旧母子寮跡地２３４.０６㎡は、三本松幼稚園の園児送迎用の用地に、警察北職員住宅

また、減については、本町小学校南側土地１８７.０㎡が市道寺町国道１号線道路用地として行政

（ア）土地、建物、山林   (第３３表･第３４表）

債権は、２８５,７９３,４１４円で、前年度末に比べ４３６,９１３,４３６円と減少している。これは、地域総合

金１４,２８４,０００円、災害援護資金貸付金７７,１００円等の償還金によるもの及び国民健康保険財政

（オ）債権

･建物の減は、引田斎苑の老朽化による廃止、１５８㎡や老朽化の進んだ公営住宅２棟（山の上団地、

中筋南第１団地）の取り壊し１３１㎡が主なものである。

･山林の増減については、分類区分の見直しを図り、修正したものである。

調整積立金３９２,００８,１４２円の基金への積み替えによるものである。

（エ）物品

公用車は、前年度末１５２台に対し、１８年度において減８台があり、１４４台である。

整備資金貸付金２７,０１０,０００円、住宅新築資金等貸付金３,５３４,１９４円、高徳線高速化事業貸付

いる。

（イ）動産

浮桟橋が、本年度７１個増となっているが、前年度までの計上漏れによるものである。

（ウ）出資による権利

財団法人香川県国民年金福祉協議会出損金の減額３２３,０００円については平成１９年１月３１日付

同協議会の解散によるものである。

31



１１、財産管理の状況                                                                                                                         

1
（１）　土地及び建物

第３４表

107,266 0 107,266合 計

6,528,209 △ 6,512,834 15,375

16,958,111 △ 3,838,838 13,119,273

799 9,298 10,097

その他の権原によるもの 31,619 △ 31,619 0

分 収 334,300 1,919,770 2,254,070

10,095,602 74,848

所 有

（ 分 収 ） 319,276 5,701,410

434,950 5,148,418

22,321 49,977

1,761

175,790△ 289

0

1,738

2,826

62,548

30,419

6,625

60,122

0

0

0

0

0

△ 158

0

△ 131

1,761

176,079

582,660

12,849,309

1,738

2,984

62,548

30,550

6,625

60,122

0

3,478

757,897

4,291

48,556

237,526

109,605

329,680

669,570

10,849,828

579,182

12,091,412

0

△ 1,267

0

0

501

959

754,226

109,605

329,179

668,611

10,095,602

4,291

49,823

237,526

そ の 他 の
行 政 機 関

警 察 （ 消 防 ）
施 設

その他の施設

学 校

㎡ ㎡

17,593 0 17,593 9,751 0 9,751

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

１ ８ 年 度
末 現 在 高

１７年度末
現 在 高

１ ８ 年 度
中 増 減 高

１ ８ 年 度
末 現 在 高

土 地 （ 地 積 ） 建 物

１７年度末
現 在 高

１８年度中
増 減 高

そ の 他

合 計

公有財産

公 営 住 宅

公 園

その他の施設

公共用財産

山 林

区 分

本 庁 舎

１８年度末
現 在 高

土地の権利の区分 １７年度末
現 在 高

0 47,192

１８年度中
増 減 高

１８年度末
現 在 高

１７年度末
現 在 高

㎡ ㎡

第３３表

（２）　山林

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

面 積 立 木 の 推 定 蓄 積 量

１８年度中
増 減 高
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（単位 ： 円，％）

しかし貸付基金のうち、奨学金貸付基金で１３名、金額２,９０８,５００円（前年度比増６１１,５００円）及び

0

国保高額医療費等貸付金で６件、金額２,００８,０００円の滞納があり債権者に対し、督促書の送付

のみならず、債権者及び関係者に直接徴収を行うなど借り得を許さない厳しい対応を求める。

以上が基金の運用状況であるが、基金は設置目的に従い、今後とも適正かつ効果的な運用をされる

ことを望むものである。

175,060,000

1,003,809

（Ｂ－Ｃ）　Ｄ

　３,９１５,６２２,３５５円である。（第３５表参照）

現 在 高

ＣＢＡ

差引基 金 の 名 称

15,287,834

101,198,575 2,940,000

0

596,409

495,495,821

295,443,589

3,792,660 71,343,949

244,174,668

2,940,000

67,551,289

244,174,668 539,618,257

土 地 開 発 基 金

　基金運用状況の審査について

決 算 年 度 中 増 減 高

　　地方自治法第241条による基金の運用状況は、次の基金を保有し、決算年度末現在高は

49,646

175,060,000

15,238,188

1,003,809

前 年 度 末

612,797,790

現 在 高

49,646

1,679,288,543

決 算 年 度 末

3,915,622,355

･地方財政法第７条の規定により、余裕財源をそれぞれの基金への積立、また事業投資の財源として、

3,420,126,534

基金の取り崩しがされているが、いずれも適正に運用されており、計数は正確である。

268,217,598

0

0

△ 2,343,591

中 山 間 ふ る さ と 水
と 土 保 全 対 策 基 金

217,213,400

計

（Ａ＋Ｄ）　Ｅ

国 民 健 康 保 険
財 政 調 整 積 立 基 金

介 護 保 険
財 政 調 整 基 金

財 政 調 整 基 金

１２.　基　金

  第３５表　基金運用状況

10,000,000

0

10,000,000

20,000,000

0

227,213,400

13,000,0000

98,854,984

370,000,000

0

67,551,289

国 保 高 額 療 養 費
等 資 金 貸 付 基 金

13,000,000

減 債 基 金

図 書 館 蔵 書
整 備 基 金

奨 学 金 貸 付 基 金

370,000,000

農 業 振 興 基 金

267,213,789

地 域 福 祉 基 金 612,797,790

1,504,228,543

積立金 取り崩し額

20,000,000

498,435,821
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１３．審 査 意 見 

 
（１）全会計（一般会計および特別会計）の決算額 

一般会計及び特別会計を合わせた決算総額は、歳入が２７２億１,９６９万９千円、

歳出２５９億５,５１６万３千円で前年度に比べると、歳入は、３３億９,８２８万１千

円（１１.１％）、歳出は３６億４,８６１万９千円（１２.３％）とそれぞれ減になって

いる。 

   この結果、歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は１２億６,４５３万６千円

で、この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源４,５８０万円を差し引いた実質収支

は１２億１,８７３万６千円となり、本年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引

いた単年度収支は、２億７,２００万８千円であり、一般会計、国民健康保険事業特別

会計、介護サービス事業特別会計、老人保健事業特別会計、下水道事業特別会計、商品

券事業特別会計、白鳥温泉事業特別会計はそれぞれ黒字であるが、介護保険事業特別会

計、農業集落排水事業特別会計については赤字となっている。 

    また、本年度末の一般会計と特別会計を合わせた市債の現在高は、１９９億９,０８

６万円で、前年度末に比べ１２億２,８０３万（５．８％）減少している。 

市債の元利償還額は、２７億６６６万円で、前年度に比べ１億１,８８５万円（４．６％）

増加している。市債の増加は、財政を圧迫する要因であるので、今後とも起債依存度を

極力抑え、適正な市債管理に努められたい。 

 一方、財源対策の基金は農業振興基金の取り崩し２３４万３千円を除き財政調整基金

などいずれも増加となっている。 

 
（２）類似団体との比較 

【歳 入】 

① 類似団体の平成１７年度決算平均値との比較による分析 

類似団体の決算平均値とは、本市と人口及び産業構造が類似する団体（本市は、Ⅰ－０ 

の類型に該当）の決算額を合算し、当該類型団体数で除したことにより算定するものであ

る。 

 なお、本市の類似団体（類型 Ⅰ－０ に該当する都市）については、全国で１１３市

（人口５万人未満・産業構造のⅡ次及びⅢ次産業従事者数が９５％未満で、かつ、Ⅲ次の

値が５５％未満の都市）である。 

 平成１７年度決算について、本市と類似団体を比較すると、約１８億円程度少なくなっ

ており、その要因としては、諸収入で約５億９千万円、市債で約５億２千万円、国庫支出

金で約３億５千万円少なくなっている。 

 一方、類似団体を上回っている収入としては、繰越金で約３億３千万円、市税で２億６

千万円、分担金及び負担金で１億４千万円多くなっている。 
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【歳 出】 

② 類似団体の平成１７年度決算平均値との比較による分析 

平成１７年度決算について本市と類似団体と比較すると、ほぼ同額であり、標準的な

団体であるといえる。 

 個別に内容についてみてみると、普通建設事業費で約９億９千万円、投資及び出資・

貸付金で４億５千万円、人件費で４億円少なく、公債費で４億１千万円、災害復旧事業

費で２億４千万円、繰出金で９千万円多くなっている。 

 

（３） 平成１８年度決算の財政指数の状況 

 

項目 

区分 
経常収支比率 実質公債費比率 起債制限比率 財政力指数 

 本市 

 （平成１８年度） 
89.7% 19.4% 14.9% 0.53% 

 本市 

 （平成１７年度） 
89.6% 17.6% 13.7% 0.51% 

 類似団体 

 （平成１７年度） 
90.4% 16.1% 10.8% 0.44% 

 
（４）今後の課題 

   歳入については、市税、使用料及び手数料（自主財源）等の増収確保については、社

会の情勢、経済の様相や変化がめざましい時代の中で徴収事務は日々努力されていると

思うが、滞納者の徴収について一層の努力と徴収方法の検討や厳しい対応を求める。 

又、財源の主は市民の税金であることを意識し、１９年度より三位一体改革により地

方交付税の削減や税移譲されるなど厳しい状況になるので、ますます自主財源の確保に

取り組むよう努力を願うものである。 

さらに、東かがわ市収入未済金（決算審査資料２）において示したように、市税、保

険料や貸付金償還金、介護給付返還金などを合わせると、１８年度において６億５,８

１９万８３円の収入未済額があり、（内訳、現年額１億７,５２７万３,０１８円、滞納

額４億３,６１６万５,７２６円、不納欠損額４,６７５万１,３３９円）と前年度に比べ

金額で１,５８２万５,９４４円（２．４６％）と前年より増加している。 

この現状を改善し財源確保を行うため、すでに大川広域行政組合に税の債権回収の移

管をしているが、さらに税も含め、公金未納者に対し徴収強化を図るため、庁内に債権

管理回収を行う機構（仮称、債権管理回収対策室）を設置するなど全庁、全職員一体と

なって徴収の向上を図ると共に、歳入の減少により市民サービスの低下をおこすことな
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く、歳入の確保と納付されている善良な市民との間に不公平が生じないよう努めるよう

求める。 

歳出については、全般的に行政改革大綱等による全職員の行政コスト意識も醸成しつ

つあり、効果的な事務により歳出の削減が見受けられる。 

又、一方では少子高齢化、災害対策（地震等）、市民環境問題などに対し一段と歳出

の増大が見こまれると考えられることから「効果的な支出」の意識を各職員が持ち、歳

出の執行に努められたい。 

各種補助金・助成金については、事業内容の把握と実績報告により十分な審査を行う

と共に、所期の目的を達し地域の団体に自主的運営を求める事業が、決算審査において

も見受けられたので全事業の見直しを行い適正な補助金及び助成金の交付を求めるも

のであります。 

結びに今後とも、厳しい財政状況を踏まえ、市政運営に適切に対応するとともに、各

種施策・事業の効率化と、将来にわたり持続可能な健全財政を目指して、自主性・自立

性を保持する行財政基盤の確立に努め、市民が安心して充実した生活を実感できるよう、

魅力と活力のあるまちづくりを積極的に推進されるよう望むものである。 

 



決算審査資料



下 水 道

127,447,609 100.00          124,743,000 127,447,609

商 品 券

白 鳥 温 泉

農 業 集 落 排 水

商 品 券

白 鳥 温 泉

国 民 健 康 保 険

介 護

介 護 サ ー ビ ス

老 人 保 健

（２）歳出

区分

歳 入 合 計 27,495,892,000 27,877,889,503 27,219,699,420

予 算 現 額
支 出 済 額

97.64           

97.53           

94.23           

98.96           

100.00          

100.00          

99.70           

99.76           

100.00          

4,866,297,194

242,035,392

483,121,376

30,164,066

14,124,799,976

4,369,456,212

2,950,116,595

26,261,000

14,482,801,415

4,636,830,840

2,981,024,411

26,261,000

4,866,297,194

242,773,157

484,289,811

30,164,066

13,926,362,000

4,362,094,000

2,993,920,000

25,629,000

4,996,787,000

552,853,000

486,453,000

27,051,000

区分

会計別

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

介 護

介 護 サ ー ビ ス

老 人 保 健

下 水 道

農 業 集 落 排 水

予 算 現 額 調 定 額
収 入 済 額

金 額 収 入 率

480,079,904

歳 入 合 計

会計別

一 般 会 計

特

別

会

計

資料１

（１）　歳入 （ 単 位 : 円 ･ % ）

歳 入 歳 出 決 算 総 括 表

金 額 執 行 率

13,926,362,000 13,249,250,921 95.14

4,362,094,000 4,171,917,076 95.64

2,993,920,000 2,828,118,206

25,629,000

4,996,787,000

552,853,000

486,453,000

27,051,000

124,743,000

27,495,892,000

94.46

92.52

96.88

40.25

98.69

17,205,535

121,633,981

25,955,162,600

63.60

97.51

94.40

23,712,265

4,840,727,152

222,517,560



0

251,101,923

27,732,116

0

0

737,765

1,015,835

0

0

0

0

152,600

0

△ 3,398,280,912 △ 11.10

27,150,334 330,851,105 17,296,763,275

46,751,339 611,438,744 30,617,980,332

16,272,705

3,175,700

0

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 前 年 度 決 算 額
対 前 年 度

増 減 額 増 減 率

増減率

対 前 年 度

増 減 額

0

3.34

皆増

△ 3.78

0

0

△ 19.77

0

0

1,735,440

6,373,096

繰 越 明 許 費

102,925,000

4,725,000

0

0

328,600,000

4,191,666,551

2,918,391,556

0

5,023,181,324

558,610,508

485,136,319

26,773,483

117,457,316

3,390,583

9,990,293

皆増

△ 3.12

△ 56.67

△ 0.42

12.66

8.51

26,261,000

△ 156,884,130

△ 316,575,116

△ 2,014,943

△ 3,171,963,299 △ 18.34

177,789,661

31,725,039

4.24

1.09

0.41

△ 3,263,999,153

9,845,465

0

436,250,000

翌 年 度 繰 越 額

事故繰越し

0

0

0

0

0

0

不 用 額 前 年 度 決 算 額

0

0

574,186,079 16,513,250,074

190,176,924

161,076,794

1,916,735

156,059,848

3,109,019

1,104,479,400

4,154,686,069

2,736,671,252

0

5,031,006,880

558,452,319

479,180,228

14,724,417

115,810,680

29,603,781,919

17,231,007

91,446,954

23,712,265

△ 190,279,728

△ 335,934,759

899,676

2,481,118

5,823,301

△ 3,648,619,319 △ 12.32

△ 60.15

0.19

16.85

5.03



　資料２　収入未済額 （現年・滞納・不納欠損） （単位 ： 円，％）

現年
滞納

収 入 未 済 額
平 成 １ ８ 年 度 平成１７年度 平成１８年度 平成１７年度

22,181,778 生活保護費被保護者

区 分
収 入 未 済 額

区 分

0 17,401
市民税（個人）　滞納 48,698,176 47,346,332 扶助費等返還金 141,097 193,968

現年 26,486,838

不納欠損 4,316,234 3,431,080 不納欠損

1,180,000 0
1,741,800 2,298,400

0 0
0 0

0 0
市 民 税 （ 法 人 ） 5,996,500

793,800 518,400
8,419,000 高額療養費資金貸付金

52,687,400 56,073,000

16,272,705 10,960,259
固 定 資 産 税 152,608,687 155,446,218 国 保 税

79,694,500 79,934,700
170,227,423 160,431,828

7,818,060 6,524,800
21,434,000
2,661,500 2,436,900

17,718,837

軽 自 動 車 税 5,239,300 5,186,000 介 護 保 険 料

0 19,522,738
606,300 514,500

4,718,920 4,107,700
3,175,700 3,171,350

15,156,968 0
387,000

保 育 料 777,000 654,000 介護給付費返還金
199,000

0 0

0 0
36,000 0

0 0
38,168 0

0 0

放課後児童クラブ利用料 21,000
0 0

21,000 高額介護サービス費返納金

1,224,320 1,664,460

0 0
市営住宅使用料 2,060,800 1,335,900 下水道事業受益者負担金

0 60,680
607,170 727,340

33,855 53,07065,490 0
0

市営住宅駐車場使用料 61,760 0 下水道施設使用料

334,795 356,340
0 0

96,740 44,825
0 0

681,040 761,595
645,770

市営住宅明渡訴訟による賠償金 1,253,010 33,410 農業集落排水施設使用料

1,219,600

0 0

323,930 499,580
1,001,652 1,351,708

152,600 0
318,770 342,800

0 107,010

住宅新築資金等貸付金償還金 26,316,205
0 0

26,179,814 し尿処理手数料

38,250 0

0 0
市営住宅修繕費用 0 0 学校給食費負担金

58,850 0
0 0

0
0 316,818

0

農業用施設災害復旧受益者負担金 0 0

88,296,998 106,812,529
0 0

193,133,288 166,766,836
現年計 86,976,020
滞納計 243,032,438 244,621,674 滞納計

87,741,664 現年計

不納欠損計 27,150,334 22,182,817 不納欠損計 19,601,005 14,238,619

合 計 658,190,083 642,364,139

（前年度との比較）
現年計 滞納計 不納欠損計 合計

平成17年度収入未済額（Ａ） 194,554,193 411,388,510 36,421,436 642,364,139
平成18年度収入未済額（Ｂ） 175,273,018 436,165,726 46,751,339 658,190,083

15,825,944

増減率　Ｂ/Ａ×100 90.09 106.02 128.36 102.46

未収入増減額（Ｂ-Ａ） △ 19,281,175 24,777,216 10,329,903




